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Beyond5G推進コンソーシアム
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米国のBeyond5G/6G 動向
概要

主要な
取組み

産学官の
動向

政府動向

Beyond5G（6G）の
方向性・狙い

• Next G Alliance（NGA）では、6つのワーキンググループが設置され、｢Applications｣、｢Green G｣、 ｢National 6G Roadmap｣、
｢Societal and Economic Needs｣、 ｢Spectrum｣、 ｢Technology｣の6つのワーキンググループが活動しており、ウェビナーやホワイトペーパーへ
のコントリビューション等を行っている。
 ホワイトペーパーのリリースも積極的に行われている。2023年1月～12月の1年間で15本のホワイトペーパーをリリースしている。ワイヤレステクノロ

ジーや周波数戦略、バーティカルへの実装ロードマップやエナジーエフィシエンシーやAIネイティブ、政府への提言など多岐にわたるテーマで報告がなされ
ている。

 また、6月に行われた米印首脳会談において、Open RAN推進等にかかる合意がなされ、インドの6G推進団体であるBharat 6G Allianceとの
6Gの技術検討に係るMoUを締結した（2023年9月）。

• NSF（National Science Foundation）は、National Security Council（NSC）と次世代ワイヤレステクノロジーに関する共同の
ワークショップを開催。 そのワークショップの中でNSCは、今後の6Gにおける研究開発を形づくる必要性を言及するとともに、その原則について「OPEN 
& RESILIENT BY DESIGN（オープンかつ強靭な設計）」とし、6つの原則を示す。（2023年4月）
 従前よりあるRINGS（約4千万ドル）やPAWR（約1億ドル）等の基金プログラム等も通じて、引き続き官民パートナーシップを深化させている。

• 米国とEUの貿易技術評議会（U.S.-E.U. Trade and Technology Council（TTC））において、6Gの研究開発に係る両国の協力につ
いてコミットメント（2023年5月）。NGAとSNS JU/6G-IAが共同で、「EU-US Beyond 5G/6G Roadmap」を公開。（2024年1月）

• 米国政府（バイデン政権）は、国家周波数戦略と米国の周波数帯政策の近代化と国家周波数帯戦略の確立に関する大統領覚書を公表。次世
代通信（6G）に係る周波数を特定するとしており、NTIA（国家電気通信情報管理庁）は2年以内に該当の周波数の研究を完了することを計
画している（2023年11月）

• FCCは、技術的なアドバイスを行うTechnological Advisory Council（TAC）において、2022年に設立された6Gのワーキンググループにお
いて、6Gにおける新たな周波数割当の必要性について言及。（2023年8月）

• 米国、日本、韓国、オーストラリア、カナダ、チェコ、フィンランド、フランス、スウェーデン及び英国の10カ国による、「6Gに関する原則を支持する共
同声明：セキュア・オープン・レジリエント・バイ・デザイン」を発表される。（2024年2月）

• 米国の電気通信事業に係る対中政策として、国家安全保障上の脅威として2021年にHuawei Technologiesが指定された他、2022年には中
国の電気通信事業者3社（China Mobile、China Telecom、China Unicom）やPacific Networks（China Unicomの子会社）やその
完全子会社であるComNetが指定されている（2022年10月）。

政府や規制当局が、6Gに対する具体的な戦略や方針を示したり、詳細な検討が開始されてている。NSF等が従前より6Gに係る資金提供が行われ、研
究開発はすでに進められており、NGAも積極的名活動を示していることから、今後もグローバルでの6Gのリーダーシップ獲得に向けた動きに加速がかかるか。
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米国のBeyond5G/6G 動向
NGAの取り組み

2023年の1年間でホワイトペーパーを15本（2022年の倍以上の本数）リリースしており、米国のグローバルでの6Gのイニシアティ
ブ獲得に向けて、積極的な活動が行われている。

2023年に発行されたホワイトペーパー（計15本）
 Terminology for Frequency Ranges（2023年１月）
 Multi-Sensory Extended Reality (XR) in 6G（2023年2月）
 Sustainable 6G Connectivity — A Powerful Means of Doing Good（2023年3月）
 6G Sustainability KPI Assessment－Introduction and Gap Analysis－（2023年3月）
 Network-Enabled Robotic and Autonomous Systems（2023年4月）
 AI-Native Wireless Networks（2023年4月）
 6G Roadmap for Vertical Industries（2023年5月）
 A Call to Action for U.S. Technology Leadership（2023年5月）
 6G Technologies for Wide-Area Cloud Evolution（2023年5月）
 Beyond Speed: Promoting Social and Economic Opportunities through 6G and Beyond（2023年8月）
 6G Spectrum Considerations（2023年8月）
 Shaping Tomorrow: The Evolution of Personalized Digital Experiences Through 6G Technologies（2023年10月）
 6G Radio Technology Part I: Basic Radio Technologies（2023年11月）
 Evolution of Sustainability Indicators for Next-Generation Radio Network Technologies （2023年12月）
 Distributed Sensing and Communications （2023年12月）

 AIやクラウドネットワーク等のワイヤレステクノロジーに関するレポートの他、インダストリーの全体的なロードマップやロボティクス、
XRのような特定のインダストリーに向けた6Gの適用可能性を示すレポートも発行している。

 6Gの周波数検討に係るレポートにおいては、6Gに適した周波数帯の研究成果やユースケースでのポテンシャル等を示す。
 グリーン、サスティナビリティをキーワードとしたモバイルネットワークのエナジーエフィシエンシに係るレポートも2023年は他のテー

マと比較して、比較的多数発行してる。RANやコアNW、クラウドといった各コンポーネントにおけるKPI指標を示す等、持続可
能な社会の実現を意識した活動が目立つか。

 他のホワイトペーパーとは毛色が異なるが政府に対
する提言も発行している

 政権及び議会に対して、米国が6Gでイニシアティブ
を獲得するために、6Gに対する大規模な投資を
早急に求める

 さらに官民連携のパートナーシップを深化させるた
めに、政府の協力を強く求めるメッセージを出してい
る
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米国のBeyond5G/6G 動向
周波数戦略に係る動き

米国政府
 「National Spectrum Strategy（国家周波数戦略）」と「米国の周波数政策の近代化と国家周波数戦略の確立に関する大統領覚書」を公表。
 周波数戦略では、3.1-3.45GHz、5.03-5.091GHz、7.125-8.4 GHz, 18.1-18.6 GHz, 37.0-37.6GHz帯の2,786MHzに及ぶ周波数につ

いて、転用の可能性を探る調査対象として特定。これらの帯域は、ワイヤレスブロードバンド、ドローン、衛星運用など、さまざまな用途をサポートできるとして、
NTIAが2年以内に研究を完了する予定とした。

 この他、ダイナミック周波数シェアリングの全国的なテストベッドの確立、国家周波数研究開発計画や人材育成のための周波数労働力計画の策定を掲げた。
FCC
 地上系の通信ネットワークで使用する新たな周波数帯として、7-15GHzと15-24GHzを取り上げる。
 また、6Gにおいて想定する最も要求の厳しいアプリケーションへ対応するために、10GHz以上の帯域幅の確保の必要性を示すとともに、最も実用的である帯

域として、110GHzー170GHzを取り上げている。FCCへの提言としてもこれらの周波数帯の利用に係る投資を重点領域とするよう提言をしている。

周波数戦略に関する大統領覚書の発行や規制当局においての周波数割当に関する具体的な提言が出てくる等、6Gの周波数
戦略においてイニシアティブを獲得するための積極的な動きがみられる
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米国のBeyond5G/6G 動向
EU-US Beyond 5G/6G Roadmap

米国のNSFとEUの資金機関であるSNS JU間の既存の6Gに関するR&D協力を拡大し、グローバルな規制および標準化団体で
同様の考えを持つパートナー間での重要な役割を確立し、テクノロジーのトライアルとパイロットを通じて市場の採用を促進する

今後の計画
 2024年第1四半期にEU-USワークショップを実施し、2024年中に可能な行動を詳細

化→共同で具体的な戦略的協力計画を作成（2024年6月）。
 1～2つの産業における共同のPoCを2024年中旬までに組成し、2025年に実施。

※EUと米国は、これらの活動を支援するために共同での投資を推奨

米国・EUにおける6つのコラボレーション領域
 Sustainability 
 Microelectronics
 Open Solutions
 Trustworthiness and Cybersecurity
 Cloud solutions
 Distributed Computing, and AI/ML

IMT2030に対するコラボレーション領域のマッピング

米国とEUの貿易技術評議会（U.S.-E.U. Trade and Technology Council（TTC））において、新興技術の発
展や安全保障等の観点により、AIや5G/6G、量子コンピューティング等のける情報交換や協力の機会を探求すること
をコミットメント
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米国のBeyond5G/6G 動向
10ヵ国による6Gの研究開発に関する共同声明

米国や英国、日本を含む10各国による6Gの研究開発に関する原則の共同声明を発表。セキュアでオープンかつ強靭な6Gの研
究開発の原則に同意。

米White house プレスリリースより（2024年2月26日）

 米国、日本、オーストラリア、カナダ、チェコ、フィンランド、フランス、スウェーデンの10ヵ国に
よる6Gの研究開発に関する原則の共同声明を発表

 セキュアかつオープンで、グローバルで相互運用可能であり、信頼性、強靱さをもつ安全
で保護された接続性を支援することを確認

 以下の共有の原則を満たす6Gネットワークの研究開発と標準化を推進
• 国家安全保障を守る信頼性のある技術
• プライバシーを保護するセキュアで強靱な技術
• グローバルな産業主導および包括的な標準設定と国際協力
• オープンで相互運用可能なイノベーションを促進する協力
• 手頃な価格、持続可能性、グローバルな接続性
• スペクトラムとマニュファクチャリング

6Gに関する原則を支持する共同声明：
セキュア・オープン・レジリエント・バイ・デザイン
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欧州のBeyond5G/6G 動向
概要

主要な
取組み

産学官の
動向

政府動向

Beyond5G（6G）の
方向性・狙い

EUの主要機関であるEuropean Commision（以下EC）を中心とした6Gの研究開発投資と、それを活用した実証が継続して行われている。
【SNS-JU】
• EC は 研究開発推進組織として SNS-JU(Smart Networks and Services Joint Undertaking) を設置し、これまでに後述のHexa-

X/Hexa-X-IIを含む34件のプロジェクト（Beyond 5G/6Gに関連するシステム開発/テストベット構築/実証試験等）に対して投資を実施。
• 2023年には、 €132Mを追加投資して2回目の提案募集開始。2025年1月に公表予定
• 日本とEUの合同提案を含む2023-2024 Work Programを公開
【Hexa-X/Hexa-X-II】
• EC配下の投資ファンドEU HorizonのフラッグシップPJとして開始。
• Hexa-Xでは、6Gが社会実装された時の様々なユースケースで生み出される社会的価値を加味したKVIs(Key Value Indicators)を新しく定義。

今後はKVIｓを基に研究開発を進める。
• 後継PJとして、Hexa-X-IIが2023年1月より開始。標準化を強く意識した6Gプラットフォームおよびシステムの創出を目的とする。
• Hexa-X-IIに対し、投資は€25.7Mの予定で推進するとしている。（Hexa-Xの投資額の2倍以上の資金が投入される予定)
【個社動向】
• 2023年、Ericssonが8,500人程度、Nokiaが最大1万4000人のレイオフ実施と報道。両者ともに北米市場での5G機器の販売低迷が一要因か
• ドイツテレコムとエリクソンが連携して、基地局に太陽光発電を導入し自律的な電力供給を試みる等、排出量削減に向けた取り組みが開始

• EUの科学技術基盤を強化し、産業界を含むすべてのEU加盟国の競争力を育成するための研究・イノベーションに関する基金として「Horizon 
Europe」が設置。 Horizon Europeの予算総額は2021〜2027年の7年間で955億ユーロ。そのうち、「コネクティング・ヨーロッパ・ファシリ
ティ」というプログラムでは、5Gなどの通信インフラへの投資が実施されている

• 欧州委員会は2021年9月15日、2030年までに実現を目指す具体的なデジタル分野の目標を定める欧州2030政策プログラム「デジタルの10
年への道（Path to the Digital Decade）」の提案を発表。目標などを定めた「デジタル・コンパス2030」を発表した。

 通信事業者が光ファイバや5G等のギガビット級のブロードバンド・ネットワークへの投資や敷設時期に関して、最も効率的であると考えられるベストプラ
クティスを提示した「コネクティビティ・ツールボックス」を採用することで合意しており、ツールボックスのベストプラクティスに基づき5Gの普及・拡張を効果的
に進めることがDigital Decadeの達成にとって重要であるとされた。

 デジタル・コンパス2030では通信インフラ・コネクティビリティ強化とともに温室効果ガス排出量削減にも言及。排出量を55%削減し、EUの目標に貢
献することを目指す。

• EU全体におけるメジャーな基金（Horizon Europe等）においては、5G等に対するインフラ投資は継続して進められていく見込みである。6Gの開
発への資金の支出はHexa-X-IIが中心となっており、一部Horizon Europeとのジョイントプロジェクトも出始めている。

• 2025年頃を目標としたの6G構想及び標準化に向けた研究開発プログラムを実施し、10年後までに6G技術の早期導入の準備を奨励しており、産
業界と連携した取り組みを進めている。
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欧州のBeyond5G/6G 動向
SNS-JU（The european Smart Networks and Services Joint Undertaking）

 Phase1：合計35件のResearch and Innovation（R&I ）プロジェクトの提案が選ばれ、2023年1月より活動
 Phase2：公募が2025年1月に公表予定

支援先のプロジェクトは以下の4カテゴリに分けられる
 Stream A - 5G mid-term Evolution：

省電力RAN、Open RAN、5G-Non-Terrestrial Networks , AIベースのEdgeクラ
ウド、インテリジェンスなリソース管理、セキュリティ＆プライバシー

 Stream B – 6G Research：
新たな6Gのsystem architectures、 高度な無線＆光通信技術、 NTNの発展、
超信頼性についてのリサーチ

 Stream C - SNS実験基盤：
6Gイネーブラーの検証のためのEU全体での実験基盤

 Stream D – 大規模試験研究：
高経済性＆社会重要基盤に向けた大規模SNS基盤のトライアルにより、5G/6G技術の
探索, 電力/建設/自動車/向上/ヘルス/メディアなどにおけるサービスの発展のトライアル

産業界とEUが共同で出資を行い、2021年～2027年の間で18憶EUROの予算が設定されている（EUからは9憶EURO）。

MWC2024では25のプロジェクトが参加し、6Gアーキテクチャや
RAN、センシング、光通信サイバーセキュリティ、マイクロエレクトロニク
ス、NTN等の最新の6Gの研究開発を紹介
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欧州のBeyond5G/6G 動向
Hexa-X/Hexa-X-II

8つのWPにて活動。WP1～WP7 は技術的および社会的視点テーマでの検討を行い、WP8 は Hexa-X での検討成果の外部
発信を中心に活動しており、Hexa-X サイトでの情報発信、学会での発表、論文投稿を始めメディアでの情報発信、さらに 6G-
IA、5GPPP との連携などを推進している。
WP 毎にホワイトペーパーを発行しており、活動終了した2023年7月までに全23件を発表。
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欧州のBeyond5G/6G 動向
英国 UK Wireless Infrastructure Strategy

2023年４月、科学イノベーション技術省（DSIT）により、「UK Wireless Infrastructure Strategy」が策定される。
5Gの普及に係るユースケース開発の推進や6Gのビジョン、政府による投資戦略等が示される。

• 政府の優先的な活動分野として６つの柱（ビジョン、研究開発、特許・規格、
スペクトル、国際アライアンス、ロードマップ）を設定。

• 6Gに係る研究開発に対して、新たに１億￡の資金投入を行い、支援を進める
ことを表明。

• CEPTの他、米、豪、加、日、印、韓との国際連携についても言及。

the pillars of the 6G Strategys

英国におけるこれまでの国際連携の例
• 2022年12月、オーストラリア、カナダ、米国とともに、堅牢（resilience）かつ安全

（security） な5G及び6Gネットワークにおけるなサプライチェーンと将来の6Gネット
ワークの構築やアプライチェーンの確保に関する共同声明を発表

• 2022年7月、韓国とのOpen RANに係る研究開発協力を実施。2憶5千万ポンドを
提供

• インドとUK-India Future Networks Initiativeを設立。2023年1月には、強固な
サプライチェーンの確立等を目的として、Open RANやAIによるグリーンなネットワークの
研究開発を目的とするパイロットプロジェクトを採択

• 地理的、分野的、技術的な課題や解決策が異なる、英国全土の最大10の
5Gイノベーション地域からなる多様なポートフォリオを確立することを目指したプロ
グラム。2023年7月より公募を開始。

• 英国全体の経済成長の促進のほか、「需要の集約と実証により、5Gやその他の
高度なワイヤレス技術への商業投資を加速」し、「実践による学習を可能にする
5Gエコシステムの育成」を実現することが目的。

• ワイヤレスカバレッジの向上が目的ではなく、5GIR内に複数のユースケースを大
規模にまとめるように設計されており、5Gの導入を加速することの利点を実証。

5G Innovation Regions（5GIR）
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中国のBeyond5G/6G 動向
概要

主要な
取組み

産学官の
動向

政府動向

その他

【IMT-2030（6G）推進グループ】
• 2019年6月に工業情報化部等によって設立された「IMT-2030（6G）推進グループ（PG）」が、 「中国の産学研究力を集約し、中国の第6

世代移動通信技術研究を推進し、国際交流と協力を実施するための主要なプラットフォーム」として活動。同グループには、中国主要通信キャリアや
ITベンダ、大学等をはじめ100を超える組織が参加していることが明らかにされた。（2023.12）。

• 同グループには、複数の海外企業が参加しているほか、欧州6G-IA、韓国6Gフォーラム、インド テレコム標準開発協会（TSDSI）とのMoUを
締結するなど、国際連携を強化している。

• 同グループは、工業情報化部の指導の下、「6G技術国際公募」を2022年から2023年12月まで実施。
• 昨年12月にホワイトペーパー「6G网络架构展望（6Gネットワークアーキテクチャの展望）」と「6G无线系统设计原则和典型特征（6G無線システ

ムの設計原理と代表的な特性）」を「全球6G技術大会」で公表するなど技術検討、情報発信に積極的に取り組んでいる。
• 同グループリーダーを務める王 中国信通院副院長が、「2030年頃商用化、2025年標準化」に言及した。

【中央政府】
• 工業情報化部は、6G技術の研究開発の総合的推進を掲げ、IMT-2030推進グループの「6Gに向けた技術試験」を支援しているほか、昨年12月

に開いた「全国産業情報化会議」においても、2024年に「6Gの研究強化」の意向を示している。
• 2023年10月「5G軽量化（RedCap、Reduced Capability）」技術の進化とアプリケーションの革新、開発の推進に向け、工業情報化部が

通知を発出。国際標準の策定推進や産業システムの構築等を推進する意向を示した。
【地方政府】
• 地方政府でも「インフラ整備計画」等の中に、「6Gに向けた行動」を記載するケースが出てきている。（北京市、上海市）

• Huaweiは、2023年にIMT-2030推進グループが実施した「6Gに向けた技術試験」の全分野で参画。2024年を「5.5G（5G-Advanced）」の
「商用化元年」と位置付けソリューションリリースを進めるほか、チャイナユニコムと連携して北京で大規模な5.5Gネットワークの試験運用を実施。

• 中国移動等通信キャリアは、国際的な6G推進団体において活動し、海外通信事業者と連携して白書の作成等に取り組む。（NGMN” 6G 
REQUIREMENTS AND DESIGN CONSIDERATIONS” 2023.2等）

• 中国政府系の中国衛星網絡集団や上海市政府系の企業等が、約2万6千機を超えるLEO等の人工衛星の打ち上げを計画（2月3日に、チャイ
ナモバイルが5G/6G関連技術検証用のLEO衛星2基の打ち上げに成功）。

Beyond5G（6G）の
方向性・狙い

• 2030年頃の6G商用化に向け、IMT-2030推進グループをハブに各事業者が6Gの実現に向けた試験等研究等に取り組みつつ、それぞれの事業
者が事業観点でのアプローチを展開。
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中国のBeyond5G/6G 動向
IMT-2030（6G）

2019年に工業情報化部、発展改革委員会、科学技術部によって設立された「IMT-2030（6G）推進グループ」が、産
学官のプラットフォームとして活動。様々な研究成果に関する白書等の発表や国際連携が強化。

（引用：IMT-2030推進組 WEBサイト）

 リーダー
• 王 志勤 中国信息通信院（CAICT）副院長

※中国信息通信院（”中国信通院”）は、1957年に設立された工業情報化部直轄の
科学研究機関。情報通信分野を中心に、研究等を行う。

 構成メンバー
• IMT-2030（6G）推進グループのWEBサイトには、構成メンバーとして、通信事業者、

通信機器メーカー、IT関連企業、大学・研究機関等72組織のロゴマークが掲載。
※2023年12月に、王志勤副院長が行ったプレゼンテーションによると、100組織を超えたとされている。

 2023年の主な活動
• 12月 白書「6G無線システムの設計原理と代表的な特性」発表
• 12月 白書「6Gネットワークアーキテクチャの展望」発表 ※China Mobile、Huawei等が作成

• 10月 「6G共感覚融合システム設計研究報告書」発表 ※vivo、China Mobile等が作成

• ９月 「セマンティックコミュニケーションとセマンティックコグニティブネットワークアーキテクチャに関する研究 」発表
※西安電子科技大学、華中科技大学等が作成

• ５月 「欧州6G-IAとのワークショップ」開催
• ４月 「6G AI-as-a-Service需要調査」発表
• 工業情報化部の指導の下、2022年から３段階に分けて「6Gに向けた技術試験」を実施

しており、2023年もHuaweiや中国通信キャリア等の参画のもと実施している。
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中国のBeyond5G/6G 動向
IMT-2030（6G） 技術実証ロードマップの策定

IMT-2030推進組が工業情報化部の指導のもと、2022年8月から「6G技術試験」を実施。主要技術トライアル、技術ソ
リューショントライアル、システムネットワーキングトライアルの三段階に分け、実施している。

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

技術ソリューショントライアル

システムネットワークトライアル

• テラヘルツ通信技術：【2022】、【2023】
→2023年は、Huawei、ZTE、Ericson、上海NOKIAベルが実施。

• “通信感知一体化”（Integrated Sensing and Communication）：【2022】、【2023】
→2023年は、Huawei、ZTE、CICTモバイル（中信科移動）、上海NOKIAベルが実施。

• “知能超表面”（Reconfigurable Intelligent Surface）：【2022】、【2023】
→2023年は、Huawei、ZTE、CICTモバイルが実施。

• “天线人工智能”（Wireless AI）：【2023】
→2023年は、Huawei、ZTE、上海NOKIAベル、vivo、CICTモバイルが実施。

• “算力网络”（Computing network）：【2022】、【2023】
→2023年は、Huawei、上海NOKIAベル、ZTE、CICTモバイル、vivo、チャイナユニコム（中国連通）、Inspur（浪潮）が実施。

• “分布式自治网络”（Distributed Autonomous Network）：【2022】、【2023】
→2023年は、チャイナモバイル（中国移動）、チャイナテレコム（中国電信）、Huawei、CICTモバイルが実施。

• データサービス（非ユーザープレーンデータ管理）：【2023】
→ 2023年は、Huawei、ZTE、CICTモバイルが実施。

（IMT-2030推進組 資料をもとに作成）

主要技術トライアル
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韓国のBeyond5G/6G 動向
概要

主要な
取組み

産学官の
動向

政府動向

その他

【6G FORUM】
• 2013年5月に設立され、産官学連携のもと、5Gの普及・展開活動を推進していた「5G FORUM」が、創設から10周年となる2023年5月に名

称を「6G FORUM」に変更し、 6Gに向けた産官学の取り組みを強化。「5G/6Gを通じた産業横断的な融合イノベーションサービスを推進し、6G
におけるグローバルリーダーシップを確保」することを掲げ、活動を行う（代表議長：LEE, SangYeob氏 LGU＋CTO） 。

• 同フォーラムには、８つの委員会と10のWGが設置され、韓国電子通信研究院や大学、通信キャリアの有識者を中心として、議論を実施しており、
白書やレポート等の作成にも取り組む。

• 同フォーラムは、5GMF（日）の他、NGA（米）、5G America（米）、IMT-2030 PG（中）、5G Alliance（台）、TSDSI（イン
ド）、6G-IA（EU）、5G IN（英）、Telebrasil（ブラジル）、5G TR（トルコ）、MTSFB（マレーシア）等とMoUを締結し、国際連携
活動にも積極的に取り組む。2023年11月開催された「Mobile Korea 2023」（主催：韓国科学技術情報通信部）には、オーガナイザーとして
参画。Beyond5G推進コンソーシアムから、桑津国際委員会副委員長が「6G Global Collaboration」セッションに登壇した。

• 2021年6月に、「6G研究開発実施計画（6G R&D implementation plan）」を策定し、研究開発等を進めてきたところ、2023年2月に「K-
Network2030戦略」を策定。「デジタル深化時代をリードする次世代ネットワーク模範国家の実現」にむけ、2030年までの目標の一つとして、
「世界最高の6G技術力」を掲げる。具体的には、「6G標準・特許30％確保」と「2026年のPre-6G 技術実証」に向け、取り組みを実施してい
く（2028〜2030年頃の商用化を予想）。また、韓国企業の海外輸出を支援し、6G機器シェア15％を目指す。6Gと異種産業間の融合促
進のため、多様な産業分野が参加する「6Gグランドコンソーシアム」により商用化初期から多様なサービスを提供することを掲げる。

• 2024年2月には、 次世代通信において、「標準特許を先取りし、6G世界市場をリードする」 ことを盛り込んだ国家戦略技術ロードマップを策定。
• 2021年から、「6G核心技術開発プロジェクト」（約2,000億ウォン）で研究開発を推進してきたが、2023年から新たに「6G産業技術開発プロ

ジェクト」（約4,407億ウォン）により、アッパーミッドバンドやカバレッジ拡張技術等の分野の支援を強化。
• 6GやOpen-RAN人材の育成に向け、韓国国内の大学と海外研究機関が連携して人材育成を行う取り組みへの支援を、2024年2月から開始。
• 「6G周波数におけるリーダーシップを効果的に確保」すべく、ITUへの専門家派遣にも積極的に取り組む（2024.4～ITU-R SGDへ派遣）。

• 2024年2月にSKTは、DT、e&、singtel、SoftBankとともに、「Global Telco AI Alliance」を立ち上げ、通信会社のニーズに特化した大
規模言語モデル（LLM）を開発する予定と発表。

• 2024年2月にSAMSUNGは、AI技術と無線通信技術を組み合わせて6Gイノベーションを推進することを目的とした「AI-RAN Alliance」を
10社（AWS、arm、DEEPSIG、ERICSON、Microsoft、NOKIA、Northeastern Univ、NVIDIA、SoftBank、T-Mobile）と立ち上げ。

Beyond5G（6G）の
方向性・狙い

• 政府は、6G時代における通信機器産業の振興に向けて、6G開発予算を追加し研究開発、人材育成を推進。標準化・技術開発におけるグローバ
ルでの優位性確保に向け、産官学それぞれでの仕掛けづくりが進む。
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韓国のBeyond5G/6G 動向
6G FORUM

2023年5月から、5G FORUMが「6G FORUM」として、活動を開始。委員会やWG活動に積極的に取り組む。
 代表議長
• イ・サンヨプ LGU＋ CTO 

※議長団には、SKT、KT、SAMSUNG電子、LG電子、Ericson LG、KMW、ETRI等各社から就任

 構成メンバー
• 6G FORUMのWEBサイトには、構成メンバーとして、通信事業者、通信機器メーカー、

IT関連企業、研究機関等44組織のロゴマークが掲載。

 2023年の主な活動
• 11月 One 6G Associationと覚書締結
• 9月 GSMAと覚書 締結
• 6月 「オープンネットワーク市場の展望と産業活性化プラン」改訂

「都市航空交通のための通信、ナビゲーション、監視システム白書」公表
「スマートシティに関連する都市交通効率向上のための白書」公表
「Open RANテストと認証の白書」公表、「スマート製造委員会白書」 公表

（引用：6G FORUM WEBサイト）

6G技術委員会

周波数委員会

次世代戦略委員会

スマートシティ委員会 スマート製造委員会公共融合委員会

ネットワーク技術WG
無線技術WG

サービス委員会

ビッグデータ/AI WG

エコシステム戦略委員会

スモールセルWG
オープンRAN WG
試験認証WG

UAM WG
交通効率WG

5GオープンプラットフォームWG
5G国家網セキュリティWG

（委員会、WG構成）



© 2024 NTT DATA INSTITUTE OF MANAGEMENT CONSULTING, Inc. 16

韓国のBeyond5G/6G 動向
K-Network2030戦略

2023年2月に科学技術情報通信部が、「K-Network2030戦略」を策定。「世界最高の6G技術力」を目標に掲げる。

1. 推進背景
ネットワークはデジタルサービス提供のための必須基盤であり、産業的な波及力の大きい国家基幹産業であるだけでなく、国家
安全保障の核心要素である

2. 環境変化と現状診断
デジタル深化の時代、ネットワークの役割と重要性がさらに増大。急速なネットワークパラダイムの変化に対応するための準備が
急がれる。

3. ビジョンと推進戦略
• ビジョンは、「デジタル深化時代をリードする次世代ネットワーク模範国家の実現」
• 2030年までの目標として、

 世界最高の6G技術力：[6G標準・特許30%確保 ] [2026年Pre-6G技術実証]
 SW基盤のネットワーク革新：[オープンRAN・SW基盤グローバル強小企業20社の育成］
 ネットワークサプライチェーンの強化：[6G・量子・衛星・バックボーンネットワーク核心部品の独自技術力の確保]

• 具体的な戦略として、
（戦略１）世界市場をリードする次世代ネットワーク革新
 AI-Nativeなどの研究動向を反映した研究推進、標準協力のための国際共同研究の拡大、ITU/3GPPなど国

際標準化機構の議長団などを通じて標準主導権を強化、ITU、OECD等閣僚級会議の誘致し、6G候補技術
（Pre-6G）実証を実施（2026年）、6Gと異種産業間の融合促進のため、6Gグランドコンソーシアムを構成、
衛星通信競争力確保（2027年に低軌道通信衛星を試験的に打ち上げ）、量子通信市場の先取り 等

（戦略２）堅固で安全なネットワーク基盤の強化
 AIアルゴリズム高度化、ネットワーク低消費電力化、6Gでは開発段階からセキュリティ機能の内在化を図る 等

（戦略３）堅固で競争力のある産業生態系の構築
 Open-RAN機器産業の成長生態系の本格的な造成・推進、韓国企業の6G通信のグローバルサプライチェー

ンへの参加を支援し、6G機器シェアを拡大、6G・量子などの人材育成の推進 等
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